
河川砂防課

計画調査担当

5164

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B60
水害リスク軽減対策費（県単） 土木費 河川費 河川改良費 河川改修費

河川法第９条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化 11

分野施策 020518 治水・治山対策の推進 11-5

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 480,000 480,000 0 480,000

前年額 0 0

令和 3年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

令和 3年度～ 根 拠
法 令

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　令和元年度東日本台風で脆弱性が顕在化した河川の合
流点などの負荷を軽減するため、「再度災害防止対策」
、「事前防災対策」を実施することで、強靭な県土を構
築し、治水安全度の向上を図る。
（１）水害リスク軽減対策費　480,000千円

（１）事業内容
　　　・令和元年東日本台風により、合流点付近やネック箇所で溢水・越水や決壊が多くが発生し、治水計画上、合流点
　　　　などの負荷軽減は極めて重要であるため、ハード面による治水対策を実施する。

　　　　ハード対策：河道改修、排水機場や貯留施設の整備
　　　　
　　　・対象：飯盛川外2河川

（２）事業計画
　　　令和3年　詳細設計
　　　令和4年　調節池整備、河川改修、ポンプ等設備工
　　　令和5年　調節池整備、河川改修、ポンプ等設備工
　　　令和6年　調節池整備、河川改修、ポンプ等設備工
　　　令和7年　調節池整備、河川改修、ポンプ等設備工

（３）事業効果
　　　　河川の流下能力を向上させ、浸水被害の早期軽減を図る。

（県10/10）

河川等事業債　充当率　90％（通常分　90％）　交付税
措置なし

（１）事業に係る人件費　950千円（0.1人）
（２）組織の新設・改廃及び増員　なし

前年との
対比

― 県土整備部 B60 ―
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